予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費
	事業名: 清流の国ぎふ森林・環境税推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　林政部　林政課　恵みの森づくり係　電話番号：058-272-1111（内3029）

　　　　　　　E-mail：c11511@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,000千円（前年度予算額：1,500千円）
	要求内容


	１　要求の内容


・平成２４年４月から導入の森林・環境税を活用した各種事業の概要や事業過程、達成状況などを県民に周知するための広報経費
・また、県民意見の反映や事業過程の透明性を確保するため、外部有識者や県民の代表者等を構成員とする第三者機関を設置し、使途事業への意見や提案、事業実施後の評価を行う経費
・財源には森林・環境税を活用

	２　所要経費


（１）清流の国ぎふ森林環境税事業の広報ＰＲ　3,391千円

○知ってなっとく！親子バスツアー（2回）　委託料・保険料          470千円

○事業成果報告会（1回）　報告者旅費・委託料・会場借り上げ料      544千円

○実施主体向けアンケート調査（2回）　    委託料    　　　　　    255千円
○ＰＲチラシA4（5万）　　　　　　　      印刷製本費   　　　　   350千円

○事業概要ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄA3（1万）　　　　　　   印刷製本費     　　　   300千円

      ○成果報告書冊子（500部）　　　　　　　  印刷製本費    　　　    150千円
　　　○ＰＲのぼり旗（600枚）・ポール（200本）  消耗品費 　　　　　   1,005千円

      ○事務用品一式　　　　　　　　　　　　　 消耗品費     　　 　　　 20千円

○チラシ・冊子、アンケート送付           通信運搬費　　　　　　　297千円

（２）第三者機関の設置　609千円

○委員報償費 315千円  ○委員費用弁償 106千円  ○業務旅費　　　　　36千円

○消耗品費 　 40千円  ○会議費　　　　 4千円  ○役務費(委員通知)　 3千円

○使用料及び賃借料（委員現地視察）　 105千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,500
	0
	0
	0
	0
	0
	1,500
	0
	0

	要求額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000
	0
	0

	決定額
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000
	0
	0


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県は、清流の国ぎふ森林・環境税の課税期間の5年間（平成24年度～平成28年度）において、税の必要性、使途の内容、事業の実施状況等を、県民に対し説明する責務があります。また、事業実施後は、外部有識者や県民の代表等からなる第三者機関（事業評価委員会）で評価を行い、適正な事業執行に努めていきます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	事業評価委員会の開催回数
	（H　）
	（H　）
	1回
（H23）
	3回
（H24）
	15回
（H28）
	20％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H  ）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）事業評価委員会の開催及び審議事項
・第１回  6月6日 進捗状況報告、提案事業の採択事業案に対する意見照会　等
　・第2回12月3日 事業評価手法案、平成25年度予算案　等

　・第3回　2月予定　提案事業の採択事業案に対する意見照会　等
（２）森林・環境税の広報・ＰＲの実施

・活用事業箇所・イベントにおける事業ＰＲ用のぼり、看板等の大々的な掲出

・マスメディアを活用した、事業ＰＲの実施
・活用事業実施者による成果発表会の開催（2月下旬予定）　など


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
森林・環境税の必要性、使途の内容、事業の実施状況等について、様々な広報媒体を通じ、県民に広報することができた。また、市町村や団体からの提案事業実施にあたっては、事業評価委員会委員の意見を踏まえ、効果的な事業を採択し実施することができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	県民に対し、森林・環境税の使途事業を明確にし、事業実施に伴う透明性を確保するためには、本事業は必要不可欠。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	森林・環境税の必要性や使いみちなどについて、県民の間に除々に浸透してきている。また、使途事業の実施にあたっては、事業評価委員会の意見を踏まえ、効果的な事業を実施している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	各使途事業の計画策定、実施にあたっては、事業評価委員会の意見を踏まえ、効果的、効率的な事業を展開している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
森林・環境税導入の初年度のため、税の必要性、使いみち等について、県民へ十分に周知されていないため、引き続き、広報ＰＲを強化する必要がある。また、平成25年度翌年度から実施する事業の評価は、県民分かりやすい手法を確立する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
森林・環境税の県民への理解浸透や、使途事業実施に伴う透明性を確保するためには、本事業を引き続き実施することが必要である。








